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はじめに

大板労災病院リハピリテーション科では，糖尿病内

科と連携の下に教育入院中の槍尿病患者に，集団(患

者数名と理学療法士 1 名)での運動療法教育を実施し，

合わせて退院後の運動療法に関する退院時指導を行っ

ている.また，運動療法の適応内容決定の方法として，

重篤な合併症を有さない 2 型糖尿病患者においては，

涯蹄の管理下において運動負荷試験を実施し，その結

果に基づいて運動療法の詳細を決定していることが特

徴である.

f 述絡務:者 Email: f-asada@orh ，go・jp

しかしながら， r退院後も引き続き運動が継続されて

いるかj ， r運動の目的を忘れていないかj ， r関違って

解釈していないかj ， r運動強度が不十分ではないかj

などについて退院後の状況を十分に把握していないの

が現状であった.

Lorig, Kl は，患者教育における重要項目のーっとし

て教育を受けた患者の教育に対する評価であると述べ

ている.糖尿病教育入院患者のニーズ調査を行った松

間ら 2の報告では運動標法のニーズは 87，6% であり，自

己の生活環境にあった自己管理のアドバイスや「実行

できそうだJ と自信がつくようなアドバイスが必要で

あるという結果が得られている.また，運動継続のた



42 

めにはアメリカスポーツ医学会3 も健康増進のためには

ト}タルの活動量が重要で、あることを指摘しており，

指導の際には small step 法(実施可能な低い目標とし，

段階的に上げていく方法)や生活スタイルに合わせた

方法が効果的であるとされている 4.5 我々の実施して

いた運動療法は無酸素性作業関値 (Anaerobic 

Threshold: 以下 AT) を基準にして運動処方を実施し

ているが，その継続状況を把撰することは今後の運動

教育に有用であると考えた.そこで今回，大阪労災病

院リハピリテーション科で運動療法の教育を行った糖

尿病患者に対して，運動実施状況に関するアンケート

調査を実施し，運動療法継続のために理学療法士が行

うべき運動療法教育のあり方について考察を加え報告

する.

2 方法

2.1 対象

対象は平成 8 年 6 月より平成 13 年 6 月までに当院構

成病内科に教育入院し，リハビリテーション科で運動

療法を実施した 2 型糖尿病患者 216 名とし，郵送によ

るアンケートを行った.アンケート送付時には，本研

究の趣旨を示した説明書を開封し，無記名による返送

とし，その返送をもって本研究に同意を示す内容とし

た.

2.2 アンケート内容

一般項目として，年齢，性別，糖尿病擢病期開(不

明な患者については推定擢病期間)，合併症の有無，ア

ンケート時点におけるこれまでの糖探病治療を目的と

した教育入院回数(糖尿病教育入院回数) ，就業の有無，

薬物療法の導入状況とした.なお，合併症の有無につ

いては，糖尿病特有のヨ大合併症(網膜症，腎症，神

経i嘩害) ，心疾患，高血圧，高脂血症，脳梗塞のうち，

一つでも有する患者を合併症有りと判定し，専業主婦

として毎日の家事などを行う患者については職業「有

り」と判定した.薬物療法の導入状況については，血

糖降下薬とインスリンを併用している場合はインスリ

ン使用者とした.

運動操法の継続状況に関する質問項自は，運動療法

の実施頼度・時間，種類とした.運動療法の実施頻度

を元に，糖尿病治療として有効ト7 となる週 3 回以上

(運動療法有効群:有効群) ，週 3 回未満および実施して

いない患者を含む群(運動療法不十分群:不十分群)に

分け，年齢，性別，催病期開，合併症の有無，職業の

有無に関して比較を行った.また，有効群に対しては

継続のための工夫点，不十分群に対しては運動療法の

継続が困難である理由を抽出した.

2.3 統計学的分析

有効群と不十分群の比較には，対応のない t 検定お

よび、x 2検定を用いた.統計ソフトは Stat View 5.0 を使

用し，有意水準は危険率 5%未満とした.

3 結果

3.1 一般項自

アンケートを送付した 216 名中 111 名の返信があっ

た(図版率 51%) .回答が得られた 111 名の内訳は，年

齢61 土 6 歳，男性63名，女性48名，糖尿病擢病期開

10 土 7 年であった.合併症を有する患者は47名 (42%) , 

有しない患者は62名 (56%) ，無関答 2 名であった.ア

ンケート調査時点におけるこれまでの糖尿病教育入院

国数については 1 屈のみが81名 (73%) ， 2 回以上が

30名 (27%) であった.有職者は80名 (73%) ，無職者

は31名 (28%) であった.薬物療法の導入状況につい

て，全回答者のうち薬物療法を実施していない患者は

17名 (15%) ，血糖降下薬を使用している患者が55名

(49%) ，インスリン使用患者が37名 (33%) ，無路答 2

名であった.

3.2 運動療法の継続状況

運動療法の実施頻度については，週 3 回以上運動し

ている患者が74名 (66%) ，週に 1~2 屈の運動をしてい

る患者が 8 名 (7%) ，運動をしていない患者が24名

(22%) ，無回答が 5 名 (5%) であった.運動療法の実

施時間については 1 日に 1 時間以上行っている患者

がれ名 (19%) ， 30分~1 時間未満が48名 (42%) ， 30分

未満の患者が15名 (14%) ，運動を全く実施していない

患者が24名 (22%) ，無回答が 3 名 (3%) であった.運

動療法の種類については，運動を実施していない患者

24名と，運動療法の実施頻度・時間の項目に無回答で

あった患者 5 名を除く 82名で検討した.最も多く認め

Table 1 運動療法有効群と不十分群の比較

項隠 有効税 不十分群 P 

年齢 (歳) 61士6 61::1:7 n.s. 

性別 (男/女) 48/26 14/18 く0.05

権病期間 (年) 9.7士8 II士8 n.s. 

合併症 (有り/無し) 31/42 1411 7 n.s. 

職業 (有り/無し) 49/25 26/6 n.s. 

n.s.: not significant 
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すable 2 不十分群 (n 口 32) における運動療法が実施できない理由

理由

疹痛の発生

疹痛以外の身体的疲状

仕事上

られたのは歩行79名 (96%) であり，ついで白転車33

名 (40%) ，体操 6 名 (7%) ，水泳 6 名 (7%) ，ゴルフ 4

名 (5%) であった.また歩行と自転車を併用して行っ

ている患者を27名 (33%) 認めた.

3.3 有効群と不十分群の比較

有効群は74名，不十分群は32名であった.性別に関

しては，不十分群のほうが有効群に比較して女性の割

合が有意に高かった (Table 1).その他の項目に有意

な差は認めなかった.

有効群において，運動療法継続のために工夫してい

る点は， r楽しみながら行える運動を探すj ， r万歩計の

利用」などを認めた.また，運動療法の継続によって

「体調が良くなったj ， r運動を心がけるようになったj ，

「検査値・体重が良くなったJ などの心理・身体面の良

女子な変化が認められた.

不十分群の運動療法が実施できない主な理由で最も

多かったのは， r腰，膝，股関節が痛いJ などの痔痛の

発生であった (28名) .また， r低血糖が怖いj ， r高血

圧を合併しているから j ， r心疾患を有しているから j

など，身体的理由をもとに運動療法を実施しない患者

(15名)， r仕事が忙しすぎる j ， r仕事で体を動かしてい

るので，特別な運動はしない」など，仕事を理由に運

動操j去を実施しない患者( 9 名)が多く認められた

(Table 2). 

4 考察

今回，当院内科の塘尿病教育入院患者に対して，大

阪労災病院 1) ハピリテーション科にて運動療法の集団

教育と退院時指導を行った患者の退院後の運動継続状

況に関するアンケート調査を行った.久保ら 8は理学療

法士による運動指導実施後のアンケート調査において，

週 2 四以上定期的に運動を行っている割合が 71.4% で

あったと報告しており，野村ら 9 は糖尿尿患者に対して

理学療法士介入群・非介入群にわけで調査した結果，

迷動縦統率は介入群 67%，非介入群 82% で両群に有意

な差は認められなかったと報告している.今回の調査

における運動継続率は，運動効果として効果が認めら

n (%) 

28 (86%) 

15 (47%) 

9 (28%) 

れている 4-7 逓 3 部以上の頻度を実施している者は 66%

であり，他の報告と同様の債が得られたことから， AT 

を指標とした運動強震の設定と集団教育における運動

継続率は他の報告と罰様であったといえる.

平成18年の国民栄養調査における r 1 回30分以上の

運動を適 2 回以上J の割合が男女共約 30% であるが，

今回調査した糖尿病患者の運動時間については 1 回30

分以上の運動を実施している割合が 61% 認められ，糖

尿病を有した場合，治療としての運動を意識するため

に実施率が高くなっていると考えられる.また，運動

の大半が歩行を実施しているということは，久保ら 8の

報告と一致している.

運動の有効群と不十分群を比較した結果，有意差を

認めたのは女性の割合であった.この結果については，

一般に女性は男性より年齢に関わらずうっ状態の人が

多く，高齢者では日常生活動作 (Activities of Daily 

Living : AD L)が低下しやすいため，このような結果

が得られたのかもしれないが，今後検討する必要があ

る.

アンケートの自由記載の項目において，良好群の内

容は運動を実施することにより体調や検査催が良くな

ったという行動随伴性でいう好子出現による運動行動

の強化となったと考えられる.反対に不十分群におい

ては，不安や痛みによる嫌子出現による運動行動の弱

化が生じたと考えられる.

塘尿病患者に対して運動の継続は治療として非常に

重要な要素であり，運動の継続率を改善させるために

は，画一的な集団指導だけではなく，館別指導も必要

である.その際には，運動行動の変容段階に合わせた

指導を実施し，運動の効果が患者にわかりやすく体験

できるような評価指標を多く提示していく必要がある

と考える.
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